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1月25日（水）「改正 育児・介護休業法でどう変わる？」

セミナーを開催しました。今回、法改正は、「妊娠・出産・

育児期や家族の介護が必要な時期に男女共に離職する

ことなく働き続けることが出来るように仕事と家庭が両立

できる社会に向けた雇用環境の整備」が目的です。

セミナーでは、法改正の内容と共に3種類（育休復帰

支援プラン／出生時両立支援助成金／介護離職防止

支援助成金）の助成金についても解説しました。

「改正 育児・介護休業法」について、ご関心がおありの際は、組合事務局までお問い

合わせ下さい。ご質問は専門家へ引き継ぐと共に、ｾﾐﾅｰ当日の資料提供も致します。

最近、「健康経営」というキーワードを目にする機会が増えてきました。貴社では何らかの

取組みをされていますか？長時間労働や残業代未払いなどがクローズアップされています

が、今一度、中小企業の「健康経営」について概要を押さえて頂き、貴社の生産性向上・企

業イメージ向上につなげて頂くことを目的に全3回のビジネス・トピックスを企画しました。

◆ セミナー速報！仕事と育児・介護の両立が出来る職場のルールづくりと環境整備

◆ 国民医療費が40兆円を超え、2025年には60兆円まで増加（見通し）

ビジネス・トピックス「ブラック企業と健康経営」 第1回目（全3回）

「健康経営」がクローズアップされてきた背景には労働環境の複雑化（ﾌﾞﾗｯｸ企業）の他、
高齢化・国民医療費の急増が挙げられます。世界一の長寿国である日本の平均寿命は84
歳を超えており、総務省「人口推計」によると、現在の高齢化率は26.0％（H26.10）で、2060
年には39.9％（2.5人に1人が65歳以上）になるとみられています。
社会の高齢化が急速に進む中、社会保障費（医療費）の増大が財政を逼迫し、労働力
（生産年齢人口）の減少に拠る経済活動の停滞が懸念されています。その結果、高齢化率
の上昇と共に国民医療費が年々増大し、40.8兆円（2014年）→ 60兆円（2025年）まで膨れ上
がる見通しです。

これら「労働環境の改善・労働者の心身への健康配慮」の必要性と、「医療費削減」への
対策として国を挙げて「健康経営」への取組みを進めているところです。既に先進的な企業
の中には「労働環境の改善・労働者の心身への健康配慮」の具体的取り組みを行っている
事例があります。
＜労働環境の改善＞
・長時間労働の防止（適切な働き方への対策）
・社員旅行・運動会などの実施（ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの促進）

＜労働者の心身への健康配慮＞
・従業員の定期検診受診の徹底（受診率100％）
・敷地内禁煙、建物内完全分煙化（受動喫煙対策）

◆ 勤務先をブラック企業と思う人の割合が24.6％

「IT導入補助金」（補助上限100万円）公募が開始されました！
1月27日（金）よりIT導入補助金（平成28年度補正 サービス等生産性向上IT導入支

援事業）の公募が開始（締め切り：平成29年2月28日（火）17時まで）されました。

この補助金は、国際的な経済社会情勢の変化に対応し、足腰の強い経済を構築す

るため、自社の置かれた環境から強み・弱みを認識、分析し、生産性の向上に資する

要素として「ITの利活用」を設定した上で、ITツールのサービスを導入しようとする事業

者に対して、事業費等の経費の一部を補助するものです。国としては、「ITの利活用」

によって中小企業・小規模事業者の経営力向上を図ることを目的としています。

日本労働組合総連合会のシンクタンク「連合総研」が実施した調査によると、民間企業に

勤める20～64歳の2,000人に対して「自分の会社がブラック企業と思うか？」と尋ねたところ

24.6％が「そう思う」「どちらかというと、そう思う」と回答しています。この調査結果は、前回

調査（2013年）より7ポイント上昇しており、これは大手広告代理店による労働基準法違反

事件とその後の報道による注目度の高さに拠るものと考えられます。

なお、今回の調査ではブラック企業を「違法、または悪質な労働条件で働かせ、長時間労

働や残業代未払い、パワハラがあり、極端に離職率が高い企業」と定義しています。

◆ 協会けんぽ主催「健康経営」セミナーの開催予告
2月23日（木）大宮ソニックシティにて「健康経営」セミナーが開催されます。経済産業省・

協会けんぽの「健康経営」理念・概要説明と共に、中小企業による実践事例がございます。

『「健康経営」は大企業だから出来ること… 』 とお考えの組合員の皆様には、中小企業も
効果的な取り組みが出来ることを知って、実践して頂きたいです。

次号（WAVE第194号）では、これら具体的事例についてご紹介いたします。

補助の対象は、日本国内に本社および事業を有する中小企業者等に限られ、補助

対象経費の2/3以内（上限100万円-下限20万円）が補助されます。なお、本補助金は、

補助事業者（導入企業）に代わり、IT導入支援事業者がオンラインで

申請代行を行うこととなりますので申請の流れにご注意ください。

補助金の詳細は、募集要項をご確認いただくか、

組合事務局までお問い合わせ下さい。




